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金融 自由化 と公 的金 融 機 関

一 その経営経済的側面について一

内 田 滋

1は じ め に

金 融 自由化 につ い て は,館(1985),鈴 木(1985),蝋 山(1989)な どを は じ

め として 既 に多 くの こ とが らが論 じられ て きたD。

それ は,あ る意 味 では,単 な る金 融制 度 の改革 とい うこ とをの み示 す もの で

は ない。 そ こに は,こ れ が もた らす であ ろ う多 くの産 業部 門や 市場 分 野 へ の影

響 が考 え られ る。 これ らは,相 互 作 用 な どを も含 め て構成 され る ところの 一種

の社 会 的制 度 的技 術 革 新 ともい うべ き もの に値 す る とい って よ い。

金 融 部 門 にお け る公 的 規制 の緩和 な い し撤廃 に もとつ く自由化 の進 展 は,も

とよ り当該部 門 を中 心 とす る市 場 での資 源 配分 の効 率 と公 正 を増 大 させ る こ と

を主 要 なね らい と して 包括 す る もので あ った と考 え られ る。

一 般 に ,経 済 にお け る効 率 は,そ の よ うな市 場 効 率 と,企 業 体 の 内部 ス ラ ッ

ク低減 す なわ ちX一 非 効率 の 低減 に よ る組 織 効率 とに区分 され る2)。 こ の 両者

は,市 場 競 争 レベ ル を め ぐって も互 い に密接 な関連 を有す る もので あ る。

後 者 の組 織 効 率 で は,経 営組 織 の あ り方 をは じめ と して,多 分 に企 業 経 営 に

関す る領 域 を総 合 的 に考 察 す る こ とが有 効 であ る。 そ こでは,通 常 の経 営 管 理

にお け る主要 分 野 の うち特 に組 織 効率 に関 す る項 目につ いて 吟 味 し検討 す る こ

とが求 め られ る。

他方,金 融 サ ー ビス取 引 をめ ぐっては,個 人 ・家 計 をは じめ地場 産 業 の 中小

ユ)海 外の主要国の動向については,た とえば太陽神戸三井総合研究所(1991)な どがある。

2)た とえば,ヴ ァリアン(1978)な ど標準的なミクロ経済学のテキス トを見られたい。また,ポ

ズナー(ユ975)や コマノー≡ライベンシュタイン(1969)な ど参照。
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企 業や農 ・林 ・漁業従事者(自 営業者)等 とい った消費者 ない し需要家サ イ ド

について も焦点 をあてることが不可欠 とな って くる。 なかで も,地 域金融 にお

ける需給 問題 や.社 会資本形成 を含む地方経済 ・社会 ・生活 な どに関連す る視

点か らの接近 には興味ある ものが少 な くない。

加 えて,企 業行動 におけるグ官一バ リゼーシ ョンや経済 の ソフ ト化 ない しサ

ー ビス化 の進展 に見 られ るよ うな産業構造 の転換や経済 の長期 的構造変化 とい

った経営経済面 での環境変化 について も,関 連す るか ぎ りにおいて配慮 され る

ことが求 められ る。

そ して,労 働 ・雇用条件 や,勤 労者世帯 をは じめ とす る家計におけ る生活設

計,生 活関連 のサ ービス供給や社会資本整備,高 齢化社会 と福祉問題 な ど,生

活 の質的水準 に関係す る諸変数への考察 には今後 とも一層 の関心が寄せ られ る

であろ う。

本稿では,以 上 のポイン トとい くば くか関連 させ なが ら,公 企 業体 としての

経営経済活動であ るわが国郵便貯金事業についてい くつかの問題点 を整理 し,

基礎的 な制度的考察 をお こな うことにす る。

まず,次 姉では,公 営事業の経営主体 とその行動 について考 える。 そして,

地域市場 とそこでのサービス需給が第皿節 でと り上げ られ る。第IV節 は,事 業

経営 について,い ま少 し具体的 に市場競 争に対応す る経 営戦略 を財務 ならびに

人事 ・労務 とい う二つの経営管理領域にわたって検討す る。最後 に,本 稿にお

け る主 要論点への若 干の補遺 と課題が結 びにかえて第V節 で示 され る。

II公 営事業 と棲み分け問題

1.公 営事業につ いて

公共部 門が主た る経営主体 となって財 ・サ ービス を生産 し供給す る事業 をこ

こでは公 営事業 とよぶ ことにす る。 これ は,い わゆ る公共事業や公益事業 とい

った概念 が意 味す る内容 と部分的 には共通す るところも見 うけ られ るか もしれ

ない。 た とえば,そ れには市場 の失敗 に もとつ くものな どをあげ ることがで き

臼
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るであろ う。

ここでも,そ の ような公共財 ・サー ビスの供給 に準 じて考 え ることは可能 で

ある。 もとより,一 部の ケースでの販売価格 は商 品1単 位当 りの生産費用 を必

ず しもカバ ー しうる もの とはか ぎらない。む しろ,生 産原価 を下 まわる可能性

が大 きいために,何 らかの形で受益者 負担 とした り他の商品 ・事業や営業地域

での余剰分 を内部補助 として配分 し充 当す ることな ども租税 負担 以外に考 えら

れ る。

また,公 営事業主体 につ いて も 一つの経営主体 としての経営組織 ・能力や

事業内容 な どを備 えて 自己革新性 や 自己組織性を有す る機会が付与 されている

とみなす ことがで きる8)。 それ は,す なわ ち,事 業の経営 目的 ・方針や管理技

術 な どにわたって,そ の存在理 由や経済的役割 ・機能 を再認識 し将来展望 を検

討す るこ とのみ な らず,公 営事業 ドメインとその個別事業内容 を策定す ること

な どが不 断に求 め られ るとい うこ とに も対応 しうるもの とい える。

2.事 業効率

事業効率 については,市 場効率 の問題 とも関連 して,た とえば ライベ ンシュ

タイ ン(1966)が かつて指摘 したX一 効率すなわち企業体 の組 織効率 の果 た す

割合が大 きい。

この ことは,市 場 の失敗 のケースにおけ る公共部門の経済活動 の必要性 な ら

びにその役割や意味づけに対 して も可能 なか ぎ り適用 され るもの とい ってよい。

したが って,そ れ以外 のケースでは,か りに民間部門の経済活動 との競争性 が

低 い場合 で も,租 税節約の為 に も自らの組織 内部の非効率性 を低減す る ことが

求め られ る。 そ こでは,生 産費 用の見直 し特 に原価管理が重要 な役割 を持つ も

3)公 営 ない し公益事業については,近 年における もの として,た とえば林(1990),松 原(1991),

佐 々木(1988)な どの研究例があげられる。郵便貯金関係では,『 郵便貯金に関連する経済理論』

各号,郵 政研究所(1992)の ほか後藤(1987),保 坂 ・安田(1990)な どが あ る.な お,後 藤
('87)に お ける文献一覧は便利である。 また,自 己組織性については,た とえば今 田(ユ986)な
ど参照。
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のと して認識 され る ことになる%

市場への内部化 を含めて,市 場経済 に依拠 しうる分 野 ・領域での商品すなわ

ち財 ・サ ー ビスを供給す る公共部門活動 では,そ の事業体 の内部効率 の改善や

増大 も求 められ ることになる。 それは,近 年 における公共部門企業体の民営化

を見 るまで もな く伺 い知 ることがで きるであろ う。ただ,そ こでは,組 織 の経

営 目標や事業 ドメインない し最適 とみなされ る長 ・短期両面での事業規模 な ど

が,需 要サイ ドない しマーケテ ィングの予 測データを もとに経営計画へ織 り込

まれ ることが不可欠 となる。

公営事業 ない し公営企 業活動 におけ る事業 目的 と事業効率は,官 民両部門で

の補完性や独立性のいかんに拘 らず,公 共部門の経済活動 の固有 性に よってい

ずれかが排除 され るとい った ものではない。む しろ,租 税 とい う一種 の社会 的

コス トをいか に活用す るか,つ ま り可能な範囲において原価低減 をいかほ どに

推進す るか とい う経営課題が提示 され てい るのにほか ならない。

3.棲 み分 け 問 題

経 済 の発 展 過 程 で は,た とえば ロス トウ(1952)が か つ て必ず し も厳 密 な形

で は ない にせ よ概 括 した よ うに,民 間企 業 部 門 の経 済 活動 に対 して どれ だ け の

資 本 蓄積 や 生 産 技術 水準 が存在 し且 つ どの よ うな産 業発 展 の方 向性 が 見 込 まれ

るか が先 ず 重 要 な要 因 と してあ げ られ る5)。

政 策 的 に基 幹 ない し重 点 とみ な され る部 門 や 領域 で の特 定 産業 を保護 ・育 成

す る ことに一 定 の社 会 的合 意 が与 え られ る場合 に は,い くつ か の産 業 政 策上 の

方 法 が考 え られ る。 事 業体 につ い て も,公 共部 門主 導型 の企 業(公 企 業 ない し

4)も っとも,市 場における競争性が高い場合には,商 品シリーズに対する営業戦略と同時に,同
一領域とみなされている商品(群)の 価格競争のあり方も市場シェア獲得をめぐる要因の一部分

をなす。 それゆえ,組 織構造のあり方や運営のいかんによっては,内 部スラックがもたらすX一

罪効率の大きさにともなう原価低減の阻止作用が販売面での価格政策へ不利に働 くことになり,
シェア・ダウンにつながる可能性をもたらすことも考えられる.ま た,内 部組織と管理に関する

議論は,ウ ィリアムソソ(1967,'75)な どを見られたい。
5)な お,ロ ス トウ(1960,'63)で は,消 費部門のウェイ トが果たす役割についても論及してい

る。
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公 営事業経 営組織)の 設立 ・運営や,民 間部門 との共同事業運営ない し合 同事

業体(合 同組織 の設 立に よる)経 営,あ るいは民間部門主導型 によるもの など

に区分 され る6>。

官業 と民業 の相互 にお ける補完的役割や位置づけな どの棲み分けは,公 共性

とこれ に もとつ く諸領域 を も含めてそのよ うな公共部門 と私的民間部 門 との事

業 ドメイ ンや活動 内容 ・方向 における役割 ・機能 の分担 のあ り方 に もとづ いて

規定 され るものとみなされ る.た だ,そ こで も 市場 ・カ・ズムにおけ る競争

効果 に対応 して事業分野調整 を含む両者の関係 のあ り方や政策的意味づけが可

能 な範囲で考慮 され ることは,国 民経済的視点 か らも大い に求 められ るところ

であ る。

また,市 場 開拓や産業創設 な どといった市場 経済体制 での事業創造やその発

展 を担 う役割 ・機能 は,財 政投融資 のあ り方や公的金融機 関の貸付事業 を含む

官業や民業のいずれ において も,効 率 と公正 に もとづいて展開 され る性格の も

のである。 とい うのは,ニ ーズの充足や市場需給実勢 への対応 において も,原

則 として市場 原理 に もとつ く事 業経営に付託 され るところが大 き い か らで あ

る。

それ らの意味で も,事 業担 当ない しその開拓 には,民 間機関は もとよ り公営

部門で も経営活動 内容 のデ ィス クローズ拡充 と自己責任原則への経 営意識 の改

革 が求 め られ てい る といえよ う。

III市 場の地域性 と事業経営

1.市 場 の地 域性

金融部 門 とその経済活動に関す る公的規制 の緩和 ない し撤廃 に もとつ く金融

6)経 済発展の初期段階では,資 本 ・技術 ・人材 ・経営能力(ノ ウ　ウを含む)な どにおいて も官

業主導論が優勢 とされる。その後の発展過程 においては,民 間部門への事業移薇や事業活動の開

発 ・促進な どを通 じて官業補完論へ移行する.公 共財 ・サービス生産 について も,そ の分野 ・種

類'規 模な どとも関連して経済発展状況やそこでの`一 ズを含む市場経済動 向と独立のものでば

ない。
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自由化については,さ らに,逓 信情報化 の進展 が与 える影響や相互作用 も考慮

され るべ き論点 として加 え られ てよい。

それは,と りわけ市場 の地域性 を考 える際に関心の払われ るもの となる。 と

い うの も,通 信情報化 と金融 自由化の進展の もとでは,国 内ない し国際的金融

情勢 と地 域金融動向が リアル ・タイ ムで相互 に関連 しあ う形 の情報流通 がお こ

なわれ るか らである。その結果,短 期 のスポ ッ ト取引 あるいは長期継続的取 引

のいかんに拘 らず,市 場取 引 コス トと金融 サー ビス便益 とを比較 しなが ら意 思

決定 にのぞむ主体行動が増加す ることになる。

有 ・無線回線利用 による通信情報化 の進展は,い うまで もなく通信 サ ー ビス

のハ ー ド及び ソフ ト両面 におけ る自由化 と密接 に関係 してい る。 そこでの回線

利 用料 としての価格あ るいほ課金の体系 とその決定方法は,市 場原理 に もとつ

くと否 とに拘 らず,通 信情報 サー ビス部門 とこれに関連す る部門(も とより金

融部門 も含まれ る)の 産業 や市場の隆盛 ・衰退な ど今後の動向 に も大 きく関わ

る ものである。

それ とい うの も,た とえば通信情報サ ービスの需給 を調整す るであろ う市場

価格は回線利用料金 と全 く独立ではないか らである。 しか も.と りわけ個人や

家計が利便性 を どう評価 し夫 々のニーズを充足 させ るべ く意思決定す るかは,

それ らの価格動 向に対 していかに反応す るかによって表わ され るとも考 え られ

る。.

ホーム ・バ ンキングや ホーム ・トレーデ ィングな どのように,通 信情報化 の

進展 が金融 自由化の進展 に も寄与す るところは大 きい。今後,ハ ー ド及 び ソフ

ト・ウェアにおけ る技術革新 によって両者 の進展速度が上 がることも予想 され

る。 この ことは,個 人や家計 をは じめ として,農 ・林 ・漁業や商 ・工業 な どの

自営業 ・中小企業 といった地場産業の法人部門までが関係す る地域金融市場 の

「地域性」 に少 なか らぬ影響 を及ぼす ことが予想 され る7)。

7)も とより,地 域は地方をのみ意味するのではないか ら,大 企業や中央政府等を排除するもので

はない。
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それ は,個 人 ・家 計 の貯蓄 行 動 や法 人 ・企 業 の 財務 行動 な どにお いて も,収

支管 理 や 資 産 ・負債 の運 用 な どを どの よ うに計 画 し実施 す るか に関係 す るか ら

であ る。 金 利選 好 の高 ま りや 財 務上 の 資金 コス ト低減 とい った ニー ズに対 して,

地 域市 場 が どの程 度 に価 格 や 付 帯 サ ー ビス面 で応 えて行 くこ とが で きるか。 ま

た,地 域 に おけ る産 業 や生 活 な どのキ メ細 か な特 性 差 へ の対 応 力 も必 要 と され

て い る。

す なわ ち,地 域 性 そ の もの が,商 品や市 場 ご とに経 時 的 な見 直 しを求 め られ

るよ うに な る。 そ して,こ の傾 向 は,経 済 や企 業 経 営 の グ ローバ ル化 の も とで

ヨ リ一 層 強 ま る こ とが 予想 され る。 それ は,情 報 コス トの持 つ家 計 負担 へ の相

対 的 ウニイ トが 低下 す れ ば,経 済 的 には地 域 性 の空 間 的地 理 的 固有 性 もい くぼ

くか減 じる こ とにつ な が る可 能 性 も十 分 あbう るか らで あ る。

2.事 業多角化

公的金融 ない し地域金融 といった事業 におけ るさま ざまなニーズへの対応や,

関係す る主体者 の ニーズ開拓 と商品開発な どは,い ずれ も当該事 業 ドメイ ンの

設定 に関わ るもの となる。財投 を含む財政 ない し公的金融の諸分 野におけ る事

業の役割 と機能は,か りにテープ ・ガバ メン トや行財政改革 の もとにあ って も

所定の重要性 を有す る ものである。

公共財 ・サ ー ビスの供給ない しそれ に準 じたタイプでの小 口貯蓄者 をは じめ

とす る一般 ユーザ ー向けの事業分野においては,将 来的 にもと りわけ民間企 業

部門 との競争関係 をふ まえなが ら効率的経 営の推 進が必要 とされて いる。

また,金 融部門のみな らず,こ れ と関係す る通信情報や その他 の分野 におけ

る自由化の進展 に も経 営的対応 が求 められてい る。そ こでは,単 に金融 ない し

関連す るサ ービス商品 シ リーズの開発や販売 にとどまらず,各 種産業分野 での

自由化 をは じめ として.高 齢化社会への移行,経 営経済 の国際化 ・グ召一バ ル

化,生 活様式(ラ イフ ・スタイル〉 の多様化,社 会 ない し自然(ex.地 球)環

境 の保 全 ・保護 な どを も視野 に入れた経営理念や事業戦略を織 り込 む ことが求
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め られ る8)。

さ らには,い わゆ る産 業 重視 型 思考 か ら生活(の 質)重 視型 の それ へ の転 換

ない し移 行 にあ って は,生 活 や 労働(就 業),レ ジ ャー な どへ の時 間 配分 とそ

れ に も とつ く効 用 ・満 足 度 な どに生 きがい や働 きが い を含 め た基 本 的 欲 求 レベ

ル を 関連 させ る形 で再 検 討 され る よ うにな ろ う。

したが って,既 存 のサ ー ビス 商 品 シ リーズや 事 業 内容 を総 合 化 した り個 別 の

商 品性 を見直 した りす るだ けで な く,ニ ーズ とそ の動 向に対 応 した新 規 の金融

機 能 やペ イ メ ン ト ・シ ステ ム,貯 蓄 性VS保 障 性,等 にわ た る研 究 ・開 発(R

&D)の 重要 性 が増 大 す る9》。 それ には,社 会 的経済 的環 境 変化 に対 応 す る意

味 で もい くば くか の期 待 が込 め られ て い る もの で もあ る。

一 方
,公 共 性 に関 連 す る範 囲 に お いて で はあ るが,生 活 産 業 と して の経 営的

視 座 も事 業 ドメ イ ン設定 に おい て一 つ の基 本 タイ プと して備 え られ て よい もの

で あ る。 これ には,た とえ ばペ イ メ ン ト ・シス テ ムへ の関 与 や公 的金 融機 関 と

して の調 査 ・研 究の 役割 分 担 な ど も含 まれ るで あ ろ う。 しか し,ヨ リ大 きく期

待 され るこ とは,た とえば 個別 地 域社 会 の 固有 性 また は それ らの共 通性 へ の接

近 に もとつ く生 活主 体 とそ の活 動 に対 す るサ ー ビス供 給 で あ る。 それ は,二 ・一

ザ ーの利 便性 の改 善 な い し増 大 に寄与 す る と ころが少 な くない1。)。

ま た,公 共 性 の一 つ と して,民 間企 業部 門 が手 が け難 い 領 域 に おけ る商 品 や

市 場,(ニ ッチ(い わ ゆ る隙 間)を 含む)産 業 な どに対 す る経 営 的試 行 も考 え

られ る。 そ して,事 業 ドメ イ ンに対 す る弾 力的 方 針 は,同 時 に,既 存事 業 に対

す る最 適規 模 や そ こでの価 格 設 定 と原 価管 理 の あ り方 な どに つ いて も有 意 味 な

示 唆 を与 え る こ とに な る。

8)た とえば,近 年における国連 ボランテ ィア関連商品の開発 ・販売などはその好例 ともい えよう。

9)そ れ にぽ,金 融工学(フ ィナンシャル ・エ ンジニアリング)と その技術革新が果たす役割 も含

まれ る。

10)た とえば,家 計組織に対 して,い わゆる第3セ クターなど官民共同方式による家計 ・生活金融

情報センターの設立 と運営に貢献することなどが考 えられてよい。そ こでは,企 業 に比べて情報

劣位にある家計に対 して,収 集 ・分析 ・提供などの情報サービスを供給するほか財務相談(コ ン

サルテ ィング)な どの事業 をおこなうことが提起されるであろう。
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多 角 化戦 略 は,範 囲 の経済 性 に そ の理論 的 根拠 を有 しな が ら,自 由化 によ っ

て進 出 ・参 入領 域 に も広 が りを見せ よ うと して い る。 た だ,市 場 競 争 レベ ル の

高度 化 と相俟 って,需 給 各 サ イ ドの市 場参 加 者 の 自己 責任 に つい て もその増 大

が予 想 され る、 公 共性 が大 きいが ゆ え に,そ の 役 割 と責任 に も大 きな ものが付

託 され る と もい え る ので あ る11>。

3.経 営改革

通信情報 化をはじめ として経済 ・社会 ・自然環境の諸変 化に も対応 しなが ら,

金融技術革新 の もとでいかに事業多角化 を推 し進 め るかは,公 私 に拘 らずあ ら

ゆ る金融部 門の企業 ない し経営主体 が直面 してい る課題であ る。それ は,多 角

化V$専 業 化 といった選択や個別事業分野 での経営規模 の設定 な どを含 めて取

り組 まれ る もので もあ る。

また,地 域社会や生活主体 としての家計部門 な どを対象 にした事業展開の重

要性 は,政 府部門 における`産 業か ら生活 へ'の 政策転換12)と相俟 って増大 し

てい る。金融 自由化の進展状況 によっては,家 計所得分布 における不平等度の

拡大や小 口預貯金者の利便低下 につなが る可能性 なども指摘 されてい る18)。こ

れ に対 しては,基 本的 には市場 メカニズムに もとつ く資源配分が尊重 され るも

のであ るが,社 会的 に許容 され うる範 囲での取 扱いや対応 は可能 とされ るM)。

この ような分 野 ・領域 に関係す る事業について も,公 共性 に もとつ く事業 内

容の策定 と展開が検討 されねばな らない。 そ して,そ こでの営業データな ど事

業運営 に関す る諸情報 も適切 に管理 ・蓄積 され ることで当該 ない し関連す る経

営技術や ノウハ ウに資す ることになる。それは,あ る意味 で当該事業 に関す る

11)デ ィスクロージャーについては,官 民いずれに も従前以上の拡充への対応が求め られている。

12)た とえば,通 産省(1991)な どのほか,近 年における経済 ・国民生活 ・通商 ・労働 の 各 白書

(各年版)を 参照。

ユ3)た とえば,内 田(1992)な ど参照。

ユの 公共性の視点からする特定商品 ・サービスの供給や,老 人マル優な どの特別措置の付与,租 税

捕促への徴税方法の改善 を含む課税体系 の見直 しな どが,ラ イフラインない しベーシック・バ ン

キングの議論に加えられる。
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市場参 入障壁の一部 とな りうるもの と考 える ことができる。

資金運用部資金 の供給 とい う公的金融機能 のほか,公 共性 の発現 としての非

採算店舗 ないし営業ネ ッ トワークや事業へ の対応方法 については,本 来 の意 味

におけ る公共財 ・サー ビス生産 の見地 か らも退出が合意 され難い ものである。

ただ逆 に,こ の ような領域での経営活動が,さ まざまな効率化努力 を通 じて特

定の経 営管理技術や ノウハ ウをもた らしうる源泉 として も考 え られ る。

場合 によっては,そ こにこそ企業家精神の発揮が期待 され ることになるとも

いえよ う。郵便貯金事業に関す る民営化の議論 には.内 部組 織における経営効

率の問題や,イ コール ・プ ッデ ィングな ど普通銀行 をは じめ とす る民間金融機

関 との関係のあ り方 と りわけ貯蓄資金 をめ ぐる市場 での獲得競争問題 な どがあ

る。 これ と も関係 して,小 口預貯金者や地 域金融 に対す るサ ービス供給 な どの

ポイ ン トは,公 共性 に もとつ く金融サ ー ビスの需給問題 の論点 と相俟 っていか

に相互調整 され合意形成 され るか,自 由化 の進展 に ともなって関心 を集 めよ う

としてい る。ただ,そ こで も,基 本的 には市場原理 に もとづ きなが ら公的金融

機関 とその活動 の役割や機能 について,何 を どの程度いかに して認定 ・評価 す

るか とい う点が,ユ ーザ ーの利便性の取扱 いやデ ィス ク 巨一ジャー制度の拡充

を含めて検討 され るところの ものなのである。

IV経 営 戦 略

1.予 備的考察

公 営企業 としての経営戦略 も,基 本的 には株式会社組織 に代表 され る民間企

業部 門のそれ と機能的に大 き く変 わるものではない。 い うまで もな く,事 業 ド

メインや個別事業の設定,採 択すべ き経営方針の 内容 な どには,.と りわけ公共

性に もとつ く経営 目的や理念 の作用す るところが大 きい。 しか しなが ら,市 場

シェアや関連商品 シ リーズ をめ ぐる競争戦 略 をは じめ,通 常 の企業行動 に見 ら.

れ るよ うな事業管理 とその遂行 におけ る経営戦略の有用性 は十分 に評価 され う

るもの とい え.る。
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それは,と りわけ各種の経営資源 を企業 内部組織(す なわ ち経営組織)に お

いて ヨリ一層効率的に配分 し,且 つ組織ス ラ ックない しX一非効率 を低減 さ せ

るとい う重要 な経営課題 に応 える役割 を担 ってい る。

市場原理 の適用領域 の拡大は,市 場競争 の範 囲 とレベルに も自由度の増大 な

どを もた らす ことにつ なが るであ ろう。信 用秩序維持へのセーフテ ィネ ッ ト拡

充 とその コス トは,非 金融部 門の個別主体 に対 して も市場 参加ない し行動 のた

めの費 用 として,そ のい くば くか の分担 を求める ことになる もの と考 えられ て

いる15)。

これに関連 して,預 金保険機構 や財務指標関連 ガイ ド・ライン(す なわち財

務健全性)へ の民間金融機 関の対応 に準 じて、公 営企業 内部 での経営管理 とそ

の意識 に自己規制基準 などの見直 しが定期 的に経営組織 の各 レベルで実施 され

る ことになる。

また.民 間企業部門 との関係 について も,ニ ーズの開拓 と産業の育成 などを

共同 もし くほ単独でお こないなが ら,双 方 による参入 と市場競争の維持 ・展開

が社会的見地か ら検討 され ることも予想 され る。

そ こで も,一 部に,経 営資源 の有効利用 と りわけ経営組織 と経営管理能力の

活用や養成が夫 々に関係す る要 因に含 まれて くる。第3次 産業(サ ービス)部

門 なかで も金融部門 においては,い わば知識 ・情報集約型産業 としての ウェイ

トが高 いだ けに個人 ない し集団の人的 資源 に もとつ く経営戦略及び成果 への貢

献 に もヨ リ大 きな ものが見込 まれ る。

それは,ま た市場調査 とこれ による営業企画業務 にお いて も 機械化や技術

革新の進展 と相俟 って新規商品 の開発 ・販売,参 入障壁問題 市場 ・取引情報

の収集 と管理 な どに適 用 しうるものである16)。

15)金 融部門は もとより一般的 にも,自 己責任原則については経営主体 とその活動に関するデ ィス

クロージャーの拡充が不可欠のものである。

16)こ の うち,研 究 ・開発(R&D)で は単に商品性や金融機能に関する ものだけでな く,家 計環

境の諸変化やその方向を予測 しなが らユーザ ー ・ニーズの動向にもとつ く商品企画までの検討が

有効 となる。そこでは,地 域や生活に根ざす ニーズ領域にあって,生 活様式のあ り方や居住ない

し労働を含めた場での快適性の基準 と評価についても考慮 の対象 となろう。特に,家 計取引で/
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事業 の多角化 による複数商品 シ リーズや複合 タイプの商品供給,単 独 ない し

複合型営業ネ ッ トワークの整備,企 業結合や再編成問題 な どへの取組 みや対応

も,市 場競 争の観点か らす る経営戦 略の一部分 をなす もの とい ってよい17)。詳

細 は別 に譲 るとして,た とえば図1の ような経営戦略 の領域区分OEFが 示 さ

れ るであろ う。 そして,そ こでの戦 略決定 には,経 営組織 内外の事業関係主体

の意思が何 らかの形 で反映 ない し参考 にされ るのである。

＼は,い わゆるメイン ・パ ンクに準 じた関係の可否 はともか く,住 宅 ・土地問題や租税制度 との関

連で年金 ・保険 ・信託 ・貯金な ど多分野に及 ぶ新規の商品性 ・市場性 を備 えた金融機能やサービ

ス内容などの企画もあげ られ る。

17)自 主 運用比率の拡大は,自 己責任や自己規制基準,デ ィスクロージャーの動向な どと関連しな

ぶ ら進 められるとしても,そ れ自体力{与信審査を含む経営管理能力の向上 と事業多角化の可能性

を与 えることに結びつくと考 えられ る。なお,競 争戦略については,た とえば ポーター(ユ985)

な どに詳 しい。
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2.財 務戦略について

財務戦略 には,通 常 の財務管理や財務分杭 経 営財務な どに もとつ く企業戦

略 に加 えて,企 業金融や金融機関行動 における資産運用,リ ス ク ・マネジメン

トに関す る ものな どが包括 され る。

周知 のよ うに,財 務 内容 の観察 は財務諸表や有価証券報告書,適 債 基準 な ど

にもとづ いて比較的客観性 を持 って数量的にお こな うことが可能 である。そ こ

では,a安 全性,b流 動性,c収 益性 のほか,d安 定性,e成 長性 な どの諸基

準が存在す る。同時に,財 務の健全性 について も,い か なる財務指標 を どの よ

うな水準 や幅 で解釈す るのが適切 であ るか,と い う実際的な判断方法 の問題 も

存在 しうる。ただ,小 論 ではそれ らの内容 に立 ち入 ることはせず,以 下 のポイ

ン トをあげ ることに とどめてお く。

先ず,予 算 ・決算 ・資金収支 ・原価 ・ポー トフ ォリオそ して リス クな どに関

す る適切 な管理方法 とその体系整備の重要性が指摘 され る。 このほか,情 報や

システムに関す る ものが加 えられ るであろう19。 これ らは,い ずれ も経営管理

全般 と結 びついて相互 に関係 しあ うもので ある且9}。

金融仲 介や信用創造 な どの諸機能は,信 用秩序の維持や市場経済の効率化,

取引の公正性 な どの もとで実現 され るもの とい う認識 が基本的 であ る。ただ,

市場 におけ るモ ニタ リング機能 とその コス トについては,銀 行な どの民間企業

と異 な り公 営企業の場 合いかな る姿 をと りうるのであ ろうか。仮 に,市 場 その

ものが担 当す るもの とみなせば,何 らかの長 さにわた る時間 と取 引相手 ない し

18)た とえば,コ ンピューター(八 一 ドウニア及 びソフ トウニァ)利 用に もとつ くSIS(戦 略 的

情報 システム)な ど。

エ9)ポ ー トフ ォリオ行動 とも関連 して,運 用委託先の選定における場合 よりも 自ら直接 に運用す

る貸付事業の場合では必要とされる運用管理能力とりわけ財務分析や経営診断 貸付審査などり

技術 ・ノウハウの向上が重要なファクターとなる。また,仮 に民営化の議論 を含めても,た とえ

ばBIS(国 際 決済銀行)に よる自己資本比率等のガイ ド・ラインや水準への対応から信用 リス

ク管理 の推進にいたるものは,運 用能力の向上やセーフテ ィネ ットへの自己管理(な い し自己責

任)の 諸点か らも寄与す るところが少な くない と推測 される。 なお,信 用 リス クのほかには,金

利 ・価格(な いし物価)変 動 ・為替な どの市場 リス ク群 と,勘 定系 ・情報系のシステムに関する

システム'リ ス ク,財 務ない し企業 トータル としての流動性 リスク,ル ーテ ィンワーク等業務の

遂行 ・管理 に関る事務 リスクなどへの配慮 も不可欠 となろう。
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市場参加者,さ らには租税 負担者(納 税者)の 意思な ども関係す る どころとな

ろ う。 また,そ こか らは,情 報化への対応 や経営組織 の整備,人 材の養 成,民

営化論へ の対応 な どい くつかのポイン トが提起 され る。 そ して,そ こで も,財

務の 自己管理 ・自己責任 を含む新 たな戦略内容 の見直 しが求 め られ るの で あ

る。

3.人 的 資 源 ・人 材 の養 成

事 業計 画 とそ の実行,評 価 な ど一 連 の プ ロセ ス を担 当 し遂 行す るの は,個 別

ない し全体 としての経 営 組 織 で あ る。一般 に,事 業経 営 は 人 に帰 す る といわ れ

るの は,経 営組 織 が夫 々 の職能 に対 応 す る人的 構 成要 素 を必 要 と し且 つ それ へ

適 切 に配 分 ・配 置 す る仕 組 み を有 して機 能 す る こ とに起 因 して い る。

ま た,同 時 に,市 場 組 織 や法 人 ・企 業組 織 の ほか に も,内 部 組 織 としての こ

の経 営組 織 の運 営 や行 動 に関与 し うる ものは少 な くない。 そ の よ うな企 業の 外

部 にお け る さま ざ ま な主 体 につ い て も,そ の夫 々 を構 成 す る人的 要 素 の 存在 や

役 割,活 動 な どを認 め る こ とが で きる20)。

経 営管 理 にお いて は,人 事 管理 や 労 務管 理 が人 的資 源 ・人 材 の養成,配 転,

待 遇 改善 な どに関 す る事 項 を煎 り扱 って きた。 今後 は,さ らに変 容 す る組 織 そ

の もの の あ り方 や 管理 ・運 営 に対 して意 を用 い る傾 向 が強 ま る もの と考 え られ

る9

組 織構 造 や組 織 開 発 につ いて は,そ の改 廃 や デ ザ イ ン,活 性化 な どの 諸問 題

を含 めて,構 成 員 自 らの働 きが いや 自己啓 発 ・自己実 現 な ど内発 的 運 営 へ の協

力が 関係 す るもの で あ る。 した が って,そ のた め の技 術 や 手 段 の開 発,さ らに

満 足 度 ・効 用 の 基準 や 大 きさ まで を も包括 し うる多様 な組 織 管理 ノ ウハ ウが準

備 され る こ とに な る。 そ こでは,自 己 管理 や 自己組 織 性 へ の各人 ない し集 団 の

意 識 と働 きか け が大 きな要 因 で あ る と同 時 に.そ れ を 自 ら問 い且 つ答 え る プ ロ`

2の 人的構成要素による経営組織をブレイク・ダウンするとき個別構成メンバーである役 ・職員各

人に対 して,単 独ないし複合的に職能や業務分掌,権 限,責 任,ス パン・オブ'コ ントロール,

命令系統などが帰属する。
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セスが備 え られ ることになる。

雇用条件や労働協 約の内容 とその評価について も,市 場 な らびに企 業 内部 に

おけ る推移や動 向が互 いに関連 しあ うものであるか ぎ り,人 的流動性 ない しば

人材移動 に よる人的資源の適正配置や効率的配分のために有効 な役割が与 えら

れ ることになる。

個別企 業の経営組織 で も,部 門間における人材 の配置 とその見直 しには部門

間の意思や利害 の調整 な どの作業が付随す ることになる。それは,直 接事業部

門間のみでな く,間 接部 門内部や直 ・間両部 門間 において も生 じうる。

特 に,重 点 あるいは育成すべ き部門への人材配分のあ り方 につ いては,全 社

的合意形成 が得 られやすい と考 えられがちである。 しか し,新 入社員や転入 ・

中途採用者 を除 けば,既 存部 門か らの供給 をめ ぐって実際には必ず しも容易で

ない ケースが少 な くない。 とい うの も,そ こには,既 存部門 におけ る短期 ない

し中 ・長期 経営計画 との調整 作業が存在す るか らである21)。

また,所 要人材 の外部調達や内部養成が特別 に配慮 され実施 され る場合 も少

な くない。M&A(企 業 買収 ・合併)や 中途採用,CDP(キ ャリア ・デ ィベ

ロップメン ト・プログラム)改 革 によるもの などである。

他方 においては,人 件費 の上昇や若年層 の人手不足,職 務 内容 の多様化 ・専

門化 ・高度化 な どへの対応 も求め られ てい る。第3次 オン ・ラインの進展や一

般事務等の 自動 ・機械化への移行 とい った現象は,省 力 ・更新 ・増 産(な い し

生産力向上)の た めの設備投資や各種 リースへの費用負担 を増大 させつつあ る。

:全ての営業 ネ ッ トワー ク(店 舗網)へ の機械化投資は,莫 大 な所要額 を提示

す ることになろ う。 しか しなが ら,個 別店舗 の経営環境や営業成績 とその動 向

を配慮 しなが ら,ユ ーザーのニーズや利便性に資す るように推進 して行 くこと

も求 め られ ている22)。

2ユ)そ れは,組 織成果の評価:方法に も依存するが,と りわけ当期および次期利益計画の予実動 向が

少なからず関係するものと考えられる。

22)た とえば,ス イγグ ・サービスなごの商品開発 ・販売をは じめ,従 来 の渉外活動でも小型機械

の携行や店舗 ・本部のシステムとの連携による業務の機械化の必要性は一層増大 している。
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それ は,地 域金 融 とホ ール セ ール ・バ ンキ ングの双 方 で妥 当す る。 ユ ーザ ー

な い し家計 に とって,利 便 性 向上 は金 融機 能 と商 品性 の いず れ にお い て もの ぞ

ま しい もの で あ る。 ただ,そ こで は,サ ー ビス 内容 と コス ト負 担 が 顧客 サ イ ド

で の許 容範 囲 に あ る こ とも付 帯 され ねば な らない。

い わゆ る省 力 化 は マ ソ ・パ ワーの有 効利 用 に もとつ く活人 化 で もあ って,少

数精 鋭 ない し多 能型 人 材 形成 への 方法 が準 備 され る こ とにつ なが る。 それ は,

専 門家 集 団 と多 能 型人 材(高 度 なゼ ネ ラ リス ト)グ ル ー プ との混成 組 織 の導 入

と,そ れ に よる組 織 運 営 で の分権 管理 と集権(集 中)管 理 の複 合 管 理方 式 の採

択 に結 びつ く もので あ る23)。

組 織 活性 化 や組 織 変 動 性 も,そ の構 成 メ ンバ ーが いか な る水 準 の 欲求 と満足

(効 用)を 有 す るか とい う こ とと独 立 で は あ り得 ない 。 した が って,そ こで は,

組 織 が社会 や経済 に いか な る貢 献 をなす もの であ るか とい う点 が 少 なか らず 関

係 して くるの で あ る。

V結 びにかえて

ここでは,こ れ までの議論 において残 され た若 干の論点について補 うこ とで

結 びにか えることにす る。

わが国の金融 自由化 は,'80年 代半ばか ら本格的 な進展 を見せて きた。ただ,

'90年 前後 のいわゆるバ ブル経済 に関連 した諸問題の抜本的解決 をはか りっっ
,

特に金融部 門の産業ない し企業 とそれ らの活動 をさまざまな国際的評価 に も耐

えうるもの とす ることが期待 されてい る。

その意味で過渡期にある といえる現在 では,官 業 と民業 とに拘 らず国内市場

は もとより国際面 でも事業経営のあ り方,相 互 の役割分担や棲み分けな どの再

検討が求 め られ てい る。 そこでは,企 業体 や事業主体 の経営理念 ・方針 のほか

労使 関係 ・企業文化な どに関す るもの 巻対象 とされ る。

23)女 性 や高齢者,身 障者などの雇用による労働力の活用と組織活性化,職 務遂行 と自己管理(自

己申告 ・自己評価制度を含む)な どもあわせて指摘されている。
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また,経 営成 果の分配 について も,出 資者ない し設立者,従 業員,顧 客 地

域社会な ど誰 にい くば く,い か にして行なわれ るものであるかが今一度問われ

ている。 とい うの も,自 由化や国際 化 ・グロー!ミル化の進展 によっては,た と

えぼ株主行動 が少 なか らず変化 して行 くことな どが考 えられ るか らである。 そ

れ は,従 来型 の 日本 的経営やそ こでの行動様式 を変容 させ る契機 とな る可能性

を も示唆 してい よう。

これ とも関連 して,賃 金 ・給与水準 の改訂や労働時間短縮 など労働 と雇用 に

関す る諸問題は,協 調的で安定的 な労使関係に も徐 々にではあるが影響 を及ぼ

しつつあ るよ うに見受 けられ る凶。

既 に本文 で触れた ように,商 品の開発 ・販売やユーザ ー ・家計 の利便性,原

価管理 な どへの寄与 をはか る上 で も機械化の推進の必要性 が指摘 され る。その

際に も,省 力効果 と人 員再配置 な どに配慮す ることが求 められ る。

組織が戦 略を決定す るケース もあるが,ゴ ーイ ング ・コンサーン としての企

業体 では長期的観点か ら戦略が組織 を規定す るケースが少 な くない25)。現業 ・

直接部門職員 を含めて,他 省庁 ・自治体や民間企業,外 国部門(国 際機 関 ・外

国企業 な ど)へ の出向や人事交流 が人材養成面 で各領域 ・階層において一層推

進 され てよい ものであ る。

最後 に,金 融サー ビス分野か ら,実 物 ない し金融サ ービスや生活関連サー ビ

ス等 の供給 とい う総合的生活関連事業への展開 も可能 な:方法 で検討 され るであ

ろう。 そ こでは,家 計部 門や中小企業 ・地場産業 などに向けた 「家計 ・生活金

融情報 セ ンター」 の設置 ・運営 な どが提起 されて よい。 これ は,家 計財務管理

へのサポー ト・システムとして有 用であると同時 に家計の金融行動全般 に も資

す るところが大 きい と予想 され る。

24)詳 し くは別 に誤る として,そ こでは,'60年 代 後半から 曾70年代初期において所得政策でおこな

われた労働生産性や付加価値生産性などの議論から,産 業経済のサー ビス化ないしソフ ト化にと

もなうホワイ ト・カラーの職務 ・職能給制度の見直し,間 接部門の機能 と業務体系,間 接経費な

い し一般管理費の低減等 の論点 も関係 している。

25)チ ャ ンドラー(1962)ほ か 参照。
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そ して,地 域社会 におけ る生活環境や 自然環境 の保全 ・保護につ いて も,さ

まざまな ニーズに もとつ く実物 ないし金融サ ービスの単独 または複合商品の開

発や,こ れ に結 びつ く情報 を流通 させ ることが期待 され る。公営事業 とその主

体 に関連す るところで も,は たまた経済効率や民営化,公 共性 な どとい った議

論 において も,サ ー ビス生産の基本はそのニーズに在 りとい うことばの示唆す

る ものは今後共大 きい といわねばならない。
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